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◆ ５ 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

現    状 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

１ 施策の動向 

平成 13（2001）年から開始した母子保健の推進を掲げた国民運動計画である「健やか親

子２１」（第一次）の評価を踏まえ、平成 27（2015）年度に第二次計画が策定され、10 

年後に目指す姿を 「すべての子どもが健やかに育つ社会」として、すべての国民が地域や家

庭環境等の違いにかかわらず、同じ水準の母子保健サービスが受けられることを目指すとし

ています。 

平成 24（2012）年、「子ども・子育て支援法」が施行され、保育が必要な子供のいる家

庭だけでなく、全ての家庭を対象に地域のニーズに応じた多様な子育て支援を充実させるこ

ととしました。 

平成 26（2014）年、「母子保健計画策定指針」が示され、母子保健の目指すべき姿を定

め、課題解決に向けた施策と数値目標、進捗状況の評価方法を盛り込むこととし、次世代育

成対策推進法の市町村行動計画と一体的に策定してもよいとされました。 

 平成 28（2016）年には「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、母子保健法が

改正され、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の

健康の保持及び増進に関する包括的な支援を行う「子育て世代包括支援センター」（法では

「母子健康包括支援センター」）が新たに規定され、市町村で設置するよう努めなければなら

ないとされました。 

 

２ 都の取組状況 

「東京都子供・子育て支援総合計画（平成 27（2015）年度～平成 31（2019）年

度）」を策定し、子供・子育て支援の多様な取組を推進し、安心して産み育てられ、すべての

子供たちが健やかに成長できる社会の実現を目標に掲げました。具体的には、出産・子育て

応援事業（ゆりかご・とうきょう事業）として、区市町村が妊産婦への全数面接や支援プラ

ン策定等に取り組めるよう支援をしています。 

 

３ 圏域の現状 

当圏域の母子保健の指標（平成 27（2015）年）は、合計特殊出生率は都を上回って微増

傾向にあります。低出生体重児数は都を下回り減少傾向にあります。周産期死亡率は変動が

大きいものの、長期的には横ばいで都の動向と同様となっています。 

 

子育て世代包括支援センターが中心となり、妊娠期から子育て期の切れ目のない支援

体制を整備します。 

障害の有無にかかわらず子供と家族が地域で孤立することなく安心して暮らせる地域

づくりを目指します。 

児童思春期の子供の対応については、家庭・学校・地域が連携して行い、児童・生徒

の健やかな成長・健康づくりを推進します。 
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子育て世代包括支援センターは、圏域内では 2市が設置しています。 

児童相談所の相談受理件数のうち、圏域内の虐待相談受理数も増加傾向にあります。その

背景には、平成 25（2013）年 8 月に「こども虐待対応の手引き」が改正され、面前にお

ける DV1や他のきょうだいへの虐待を目撃した児童を心理的虐待ととらえるようになったこ

とも影響しています。圏域内の相談受理数は変動があるものの増加傾向にあります。各市の

要保護児童対策地域協議会では要保護児童等への地域課題を共有し、実務者会議や個別ケー

ス会議において具体的な対応について協議しています。 

圏域内における分娩を取り扱う医療機関数は減少しており、平成 29（2017）年度末現在、 

医療機関が 6 か所、助産所が 5 か所となっています。地域周産期母子医療センターは 1 か所

となっています。保健所では、分娩を取り扱う医療機関、助産所、市の母子保健担当者との

連絡会を開催し、連携シートを作成するなど、支援が必要な母子への早期介入に取り組んで

います。 

児童思春期対策として、当圏域では、平成 16（2004）年度より、学校保健と地域保健と

の連携に取り組んでおり、翌年度の平成 17（2005）年度から、「学校保健と地域保健との

連携会議」を開催し、こころの健康づくりや発達障害等、様々な健康課題について、普及啓

発等の取組を実施しています。 

                                                
1
 DV : 配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力（domestic violence の略）。 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、東京都福祉保健局「人口動態統計」 
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課    題 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

妊娠期から子育て期の切れ目のない支援体制を整備するためには、これまでの母子保健事業

を確実に実施することのほか、保健所をはじめ妊婦健診や出産を担う医療機関、子育て支援の

ための福祉施設、民間事業所等が連携して、包括的に取り組むことが必要です。 

核家族化の進行や地域のつながりが希薄化する中で、周囲に相談できる人がいない、地域の

実情に合った情報を得にくいなど、子育てに不安を抱える妊婦や保護者を早期に把握し、早期

に支援を開始することが必要です。 

児童思春期は、子供の心と体の成長が著しく、様々な健康問題が起こりやすい時期です。そ

の対応は、学校保健が大きな役割を担っていますが、学校保健だけでは解決が困難な課題も増

えています。子供とその家族に、児童思春期に起こりやすい健康課題と相談先を啓発し、早め

に相談してもらうよう働きかけていくことに加え、学校と地域の関係機関が連携し、積極的に

問題解決に当たる体制の充実も必要です。 

 

今後の取組 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

 

 

 

子育て世代包括支援センターを中心に妊娠、出産、子育てに関わる関係機関が連携し、切れ

目のない支援を行えるよう、個別支援及び連携会議等を通じて、保健・医療・福祉の連携を強

化し、母子保健・子育て・虐待防止対策を推進します。 

 

 

 保健医療の指標 

項目 方向・目標値 把握方法 

妊婦面接の実施率 上げる 各市への聞き取り 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

市民 ◇地域ぐるみの子育て支援体制への協力 

医療機関 
◇妊娠・出産・産後を通した、外来・病棟での母親の子育て支援 

◇特定妊婦を含む要支援家庭や長期入院児の在宅移行に関係機関と連携して対応 

市 

◇市民への普及啓発 

◇母子保健事業を活用した要支援家庭の早期発見・早期対応 

◇子育て世代包括支援センターを中心に庁内及び関係機関と連携して対応 

保健所 

◇関係機関の人材育成（研修・講演会等） 

◇子育て世代包括支援センターと関係機関との連携強化支援 

◇周産期医療機関と母子保健との連携会議の開催 

妊娠期から子育て期の切れ目のない支援体制の整備 
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 児童思春期は、発達障害や不登校、性行動の低年齢化、社会的ひきこもり1といった問題や、

喫煙、飲酒、薬物乱用、性感染症等といった様々な健康問題が表出しやすい時期です。児童思

春期に表れる健康問題が深刻にならないようにするためには、乳幼児期からの健康づくりが重

要です。家庭・学校・地域がともに児童・生徒の健やかな成長、健康づくりを推進し、心身と

もに豊かな子供を育む切れ目のない環境整備に取り組みます。 

また、児童思春期の健康問題に対応する地域ネットワークを強化し、乳幼児期を支援する地

域保健と児童思春期に関わる学校保健が連携して対策を進めていきます。児童・生徒が正しい

知識を得て適切に行動ができるよう、普及啓発を行うとともに、相談機能、相談体制の充実を

図ります。 

 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

市民 

◇正しい知識の理解 

◇児童・生徒への支援・見守り 

◇学校への協力 

関係機関 ◇学校との協働による地域ぐるみの活動 

学校 
◇学校保健と保健・福祉・医療との連携推進 

◇養護教諭等による健康教育の充実 

市 
◇学校保健と母子保健との連携強化 

◇学校における健康教育への支援 

                                                
1 社会的ひきこもり : 20 代後半までに問題化し、6 か月以上、自宅にひきこもって社会参加しない状態が持続

しており、他の精神疾患がその第一の原因とは考えにくいもの。 

学校・地域と連携した児童思春期対策の推進 

「ゆりかご・ひがしむらやま事業」  （東村山市） 

 

 

                           

コラム 

東村山市では、平成 28（2016）年度より妊娠から出産・子育て

期までの切れ目ないサポートを目指し、「ゆりかご・ひがしむらやま

事業」をスタートしました。これは、当市が以前より母子健康手帳交

付時に保健師が面接をして健康相談を実施していたことから、専任の

母子保健コーディネーター（助産師・保健師）を配置し、支援プラン

を作成しながら、より妊婦さんと密接に関わることで、その後のスム

ーズな支援の展開を可能にしています。また、支援の必要なご家庭へ

は妊娠初期から関わりを開始し、従来の母子保健事業と一体となった

支援の継続を図っています。 
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保健所 

◇学校保健との連携強化 

◇こころの健康のための健康教育支援及び相談事業の充実 

◇社会的ひきこもりに対する相談事業の実施 

◇思春期から青年期の精神保健相談体制の充実 

 

 保健医療の指標 

項目 方向・目標値 把握方法 

学校保健と地域保健の連携会議 開催する 事業報告等 
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◆  ６ 歯と口腔の健康づくり  ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

現    状 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

１ 「歯科口腔保健の推進に関する法律」の施行と東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」 

平成 23（2011）年 8 月に、「歯科口腔保健の推進に関する法律」が施行されました。こ

の法律では、歯科医療や保健指導に係る業務の従事者や国民の責務についても定められてい

ます。また、この法律に基づき策定された「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」では、

口腔の健康の保持増進、歯科口腔保健に関する健康格差の縮小等に関する目標が設定されて

います。都は、この法律に基づき、歯科保健医療施策の目標及び施策の方向性を明らかにす

るものとして、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」を平成 29（2017）年度末に策定し

ています。 

 

２ 当圏域の歯と口腔の状況 

（１）乳幼児期、学齢期 

乳幼児期のむし歯のない子供の割合は、増加傾向にあり、当圏域の３歳児のむし歯のな

い者の割合も、前期プランの目標値である 85%を上回っていますが、東京都平均を若干下

回っている状況です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

                  

1 東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」: 平成 30（2018）年度から6 年間を計画期間とし、「歯科口腔保

健の推進に関する法律」第 13 条に定める方針、目標、計画等の基本的事項を盛り込んだ都道府県計画。 
２ ８０２０：ハチマルニイマル。80 歳で 20 本以上の自分の歯を保つ。 

  都民がいつまでもおいしく食べ、会話を楽しみ、笑顔で人生を過ごすことができるよう 

東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」1の推進に向けた取組を進めます。 

特に８０２０２の実現のため、「かかりつけ歯科医」での継続的な口腔衛生管理を目指し、 

歯科医師会及び市と協力して定着を支援していきます。また障害者歯科保健医療の支援をす

るため、地域づくりを推進していきます。 

 

資料：東京都福祉保健局「東京の歯科保健」 

(％) 

北多摩北部保健医療圏における 

３歳児むし歯のない者の割合の推移 
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資料：東京都教育庁「東京都の学校保健統計書 平成28（2016）年度」 

 12 歳児（中学１年生）のむし歯のない者の割合は、平成 24（2012）年度は 51.2％、 

平成 28（2016）年度は 58.7％となっており、増加傾向にはあるものの東京都平均

64.0％より少ない状況です。さらに、この時期から、歯肉に炎症所見がある者の割合も増加

しています。 

なお、12歳児一人平均むし歯数は、前期プランの目標である１本以下を達成しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北多摩北部保健医療圏における 

１２歳児のむし歯のない者の割合の推移 

北多摩北部保健医療圏における 

１２歳児一人平均むし歯数の推移 

平成 28（2016）年度学齢期における歯肉に炎症所見の 

ある者の割合（歯周疾患及び歯周疾患要観察者） 

12 歳児のむし歯のない者の割合の推移 
(％) 

(％) 

(％) 
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（２）成人期、高齢期 

成人期において、歯を喪失する原因は、主にむし歯と歯周病です。特に歯周病は、糖尿

病や心疾患など、全身の健康に及ぼす影響が指摘されています。各市で歯周病検診などが

実施され、普及啓発も行われていますが、都民への周知が十分とはいえません。 

一方で、高齢者の歯の喪失は減少してきており、厚生労働省による平成 28（2016）年

歯科疾患実態調査の結果では、８０２０を達成している人は 51.2％と半数を超えています。 

（３）障害者（児）・要介護高齢者 

障害者（児）や要介護高齢者については、地域で歯科保健医療福祉向上のための研修や

施設支援が行われていますが、今後はさらに、在宅における歯科保健医療福祉サービスの

充実が求められています。また、地域における口腔機能向上に関する普及啓発や摂食・嚥

下障害1に関する取組や連携も十分とはいえません。 

保健所では、北多摩北部保健医療圏歯科保健推進会議等を設置し、地域の歯科保健医療

福祉に関する課題の共有、対策の検討を行っています。 

 

課    題 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 ○ 乳幼児期・学齢期 

乳幼児期は、むし歯の多い幼児への対策のほか、今後は、育児支援の視点による口腔機能

の獲得の支援が必要になります。また、児童・生徒（特別支援学校を含む）のむし歯の減少

と健全な顎（あご）の成長、学齢期からの歯周病予防対策の強化のために、小児歯科医等関

係機関との連携を図る必要があります。 

○ 成人期・高齢期 

 成人期は、歯周病による歯の喪失の抑制として、特に「全身疾患（糖尿病など）と歯周

病」の視点からの対策の強化が求められています。 

高齢期は、フレイル対策として、多職種が連携を図りながら、口腔機能の維持向上に取り

組む必要があります。 

○ 障害者（児）・要介護高齢者 

障害者については、学校卒業以降、歯科健診を受診する機会が減少し、口腔内を良い状態

に保つことが難しくなっています。歯科保健の大切さについて、障害者を支える家族や施設

職員などの理解を深めるとともに、日常のセルフケアの介助や「かかりつけ歯科医」の定着

を支援する必要があります。 

要介護高齢者については、各市で地域包括ケアシステムの構築が進められており、今後、

在宅歯科医療を充実させていくことが必要です。要介護高齢者の医療、介護に携わる関係者

が連携することにより、ＱＯＬ（生活の質）を維持、向上するために必要な歯科医療、サー

ビスを提供しやすい環境づくりを推進する必要があります。 

                                                
1 摂食・嚥下障害：「摂食」とは「食べること」、「嚥下」とは「飲み込む行為」を指し、食物を口から安全に食

べられない、その障害状態。 
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乳幼児期から高齢期までのライフステージの特徴に応じた歯と口腔の健康づくりを推進しま

す。局所的なフッ化物1の活用も視野にいれ、食育の普及や育児支援の視点からの口腔機能の獲

得支援、介護予防、生活習慣病予防など、関連する部署と連携して取組を推進します。 

 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

市民 
◇かかりつけ歯科医をもち、歯と口腔の健康維持のための定期健診等を受診 

◇日常的に自ら口腔ケアに留意 

医療機関 
◇歯と口腔の健康維持のための支援、専門医療機関及び多職種との連携 

◇かかりつけ歯科医についての普及啓発 

事業者・ 

医療保険者 

◇歯科健診の実施 

◇歯と口腔の健康づくりの大切さについての普及啓発 

市 

◇かかりつけ歯科医の定着の支援 

◇乳幼児期、学齢期を通じて関係機関と連携した歯と口腔の健康づくり対策の 

推進 

◇関係機関への口腔機能に関する普及啓発 

◇乳幼児期、学齢期、成人期以降の市民への普及啓発、情報提供 

保健所 

◇歯科保健推進会議の開催等により、地域の取組、課題等の共有、検討の実施 

◇東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」に基づく、歯と口腔の健康づくりの 

推進、支援 

◇普及啓発、情報提供 

 

 保健医療の指標 

項目 方向・目標値 把握方法 

12歳児のむし歯のない者の割合 70%以上 
東京都の学校歯科保健統計書より 

把握 

3歳児のむし歯のない者の割合 90%以上 
東京の歯科保健（東京都歯科保健医

療関係資料）より把握 

 

 

 

 

                                                
1 フッ化物 : 自然界にある元素の一つであるフッ素が他の元素と結合したもの。フッ化物は土や水、食品中に

微量に含まれている。フッ化物には、歯の質を強化する、むし歯の原因となる菌が歯を溶かす酸を作るのを抑制

する、菌が増えるのを抑制する効果がある。 

ライフステージに沿った歯と口腔の健康づくりの推進 
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障害者（児）に関わる関係機関、団体等と協働して、歯科保健に関する問題解決のための検

討・交流の場を設定するとともに、地域ぐるみで障害者の歯科保健を考え進めていくことので

きる地域づくりを推進します。 

要介護高齢者の介護・医療に関わる関係者が連携することにより、必要な歯科医療、サービ

スを提供しやすい環境づくりを推進します。 

 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

市民 

◇かかりつけ歯科医をもち、歯と口腔の健康維持のための定期健診等を受診 

◇日常的に自ら口腔ケアに留意 

◇障害者、要介護高齢者などは、特に歯と口腔の健康を心掛けることの大切さを

認識 

医療機関 

◇歯と口腔の健康維持のための支援、専門医療機関との連携 

◇施設・団体等への普及啓発 

◇要介護高齢者への関係者と連携した在宅歯科医療の推進 

事業者・ 

医療保険者 
◇歯と口腔の健康管理・支援 

市 

◇かかりつけ歯科医の定着の支援 

◇障害者歯科保健医療福祉サービスの充実 

◇要介護高齢者の在宅歯科保健医療福祉サービスの充実 

保健所 

◇市、歯科医師会等関係機関と協働し、歯ッピー大会を各市で順次開催 

◇歯科保健推進会議の開催等により、地域の取組、課題等の共有、検討の実施 

◇東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」に基づく、障害者の歯と口腔の健康づ

くりの推進、支援 

◇普及啓発、情報提供 

 

 保健医療の指標 

項目 方向・目標値 把握方法 

歯ッピー大会の開催 圏域全市で開催する ― 

 

 

障害者歯科保健医療の支援 
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「歯ッピー大会」 ～ 歯科保健に関する障害者や障害者施設の集い ～ 

（保健所、東村山市） 

「歯ッピー大会」は、障害者の歯と口の健康づくりを地域ぐるみで考え進めていくための

集いで、市及び地区歯科医師会の協力を得て開催しています。開催にあたっては、地域の関

係機関・団体等の方を委員とした準備検討会を行い、障害者に関する地域の課題を共有する

とともに、大会の実施内容等について検討しています。 

平成 28（2016）年度に東村山市をモデル地域としてプレ大会を開催し、平成 29

（2017）年度には同地域で本大会を開催しました。障害のある方や障害者施設の歯や口の

健康を守るための取組や工夫の表彰や紹介をするとともに参加者全員で健康体操などを行う

ことにより、歯と口の健康づくりを支援する輪を広げていくことを目指しています。平成

30（2018）年度以降、管内各市で順次開催する予定です。 

 

 

 

コラム 


